
 
質問 回答 

１．埋蔵文化財包蔵地（調査済み）

と記載ありますが、今回計画案件

において、再度届出等必要になる

業務はありますでしょうか。ご教

示願います。 

 

仕 様

書 1-

2 

工事着手前に横浜市が県に埋蔵文化財発

掘の通知を行います。その際、仮設校舎の図

面を添付しますので、仮設校舎の配置図、平

面図等を提出していただきます。 

２．埋蔵文化財包蔵地において、

今回計画する建物の申請上及び建

築上、埋蔵文化財地域の規制を受

けることなく、支障なく申請及び

建築が可能であるという理解でよ

ろしいでしょうか。 

 

仕 様

書 1-

2 

 そのとおりです。 

３．都市計画道路の計画がありま

すが、仮に首都高速道路（株）との

協議により、受注者の責ではない

要望（例えば配置変更等）で納期

に支障が出た場合の工期変更につ

いてはお認め頂けますでしょう

か。 

 

仕 様

書 1-

2 

 受注者の責めに帰さない理由で工期に変

更が生ずる恐れがある場合は、対応を別途協

議します。 

４．契約において、長期継続契約

となりますが、原則的に中途解約

はないものと考えてよろしいでし

ょうか。また受注者の責によらな

い理由により、中途解約が発生す

る事になった場合は、その時点で

契約金額のうち未清算金額を一括

清算出来ると解釈してよろしいで

しょうか。 

 

 

 

 

発 注

情 報

詳 細

等 

 中途解約等については、本市賃貸借契約約

款（令和 2年 4月）に基づき対応します。 



５．本事業は解体費込みの事業と

なっておりますが、賃貸借期間満

了時の物価上昇に伴う解体費の増

額等は協議して頂けますでしょう

か。 

 

仕 様

書 1-

3 

 協議は行いません。 

６．本事業は設計施工の一括発注

での事業となっておりますが、落

札後から施工日までの間に、社会

情勢等に伴う大幅な物価上昇があ

った場合、物価上昇に伴う賃貸借

料の増額はご協議頂けますでしょ

うか。 

 

仕 様

書 1-

1 

 協議は行いません。 

７．基礎工事においては、杭は極

力使用しないものとし、地盤改良

等で対応することと記載あります

が、地盤改良が発生した場合の費

用も受注者が見込む必要があるの

でしょうか。 

 

仕 様

書 1-

8 

 そのとおりです。 

８．地質調査資料の有無について、

有と記載ありますが、入札図書書

類に添付がございません。地質調

査資料をご提供頂けますでしょう

か。 

 

仕 様

書 2-

3 

 地盤調査報告書を提供します。 

９．地中埋設物の処理について、

受注者の責任において処分と記載

ありますが、予期せぬ地中埋設の

撤去も受注者負担となるのでしょ

うか 

 

 

 

 

仕 様

書 2-

6 

 仮設校舎設置に支障となる給排水管の撤

去、切り回しは受注者の責任において対応し

ていただきますが、これ以外で仮設校舎設置

に支障となる地中埋設物の処分等の対応に

ついては、別途協議します。 



１０．受水槽の設置について、有

と記載ありますが、何トンの受水

槽を想定されており、設置場所は

どこを想定されていますでしょう

か？ご教示願います。 

 

仕 様

書 2-

6 

 既存同等の３０トンを想定しています。場

所は給食室棟東側を想定しています。 

１１．一般共通事項において、原

則「公共建築工事標準仕様書」に

よるとありますが、仮設材（リー

ス部材）を除く材料についてはこ

の仕様を遵守する必要があるとい

う認識で間違いないでしょうか。 

 

特 記

仕 様

書 2 

 仮設校舎のすべての材料について、仕様書

が原則、適用されますが、公共建築工事標準

仕様書の適用範囲については、別途協議して

決定します。 

  

１２．外部建具について、延焼ラ

インが発生した場合の措置につい

て、防火設備を有する外壁、サッ

シが求められると思われます。防

火サッシについて、ガラスを網入

りに交換する対応は不可と考え

て、現行法に基づき認定番号を取

得している防火設備が必要である

と考えてよろしいでしょうか。 

 

特 記

仕 様

書 3

（10） 

 

 そのとおりです。 

１３．内部建具について、仕様書

はアルミ製建具、図面２仕上げ表

には木製建具とあります。どちら

が正でしょうか。 

 

特 記

仕 様

書 3

（11） 

 

 仕様書が正です。 

１４．備品については、新品です

か？リース品（中古品）対応可能

ですか？ 

ご教示願います 

 

 

 

 

特 記

仕 様

書 3

（15） 

 

 原則、新品です。 



１５．給食室に整備する厨房機器

について、リストを見ると、新設

と移設に〇がある項目が見受けら

れます。厨房機器類については、

基本移設と考えて間違いないでし

ょうか。 

 

図 面

１４ 

 そのとおりです。 

１６．横浜市福祉まちづくり条例

の整備基準に適合とありますが、

仮設建物ではあるが、対象となる

全ての項目を適合させるという解

釈でよろしいでしょうか。 

 

特 記

仕 様

書 3

（17） 

 

 そのとおりです。 

１７．地盤改良をした場合、将来

解体時に地盤改良した部分につい

ては、全て受注者にて撤去、処分

する必要があると考えてよろしい

でしょうか。 

 

仕 様

書 1-

8 

 そのとおりです。 

１８．受変電設備について、仮設

キュービクル式となっております

が、東電との協議はすでに済んで

おり、仮設用電源として、引込が

可能であると解釈してよろしいで

しょうか。 

 

特 記

仕 様

書 4

（2） 

 そのとおりです。 

１９．既存体育館及び既存プール

は既存利用する計画と思われます

が、この２棟に電源供給するため

の切り回し工事は、仮設校舎建設

時に設置した仮設キュービクルか

ら電源を送ることとし、受注者の

費用負担で実施する必要があると

考えてよろしいでしょうか。 

 

 

図 面

１ 

 そのとおりです。 



２０．室外機について 1 階につい

ては、ガード付きとフェンスの両

方が必要になるという解釈でよろ

しいでしょうか。 

 

特 記

仕 様

書 7

（1） 

 そのとおりです。 

２１．ガス設備において、特記仕

様書 P10の（4）のその他諸室に中

に、原則都市ガスとあります。8ガ

ス設備工事にはプロパンガスとあ

ります。どちらが正でしょうか。

ご教示願います。 

 

特 記

仕 様

書 8 

 

 原則都市ガスが正です。 

２２．工事中の安全対策について、

責任者を常駐させるとあります

が、監理技術者の常駐が必要であ

ると解釈してよろしいでしょう

か。 

 

特 記

仕 様

書 15 

 監理技術者の常駐は必要ありません。 

２３．今回、工事現場に面する諸

室の外部サッシについては、防音

二重サッシとありますが、図面５

の矩計図にはシングル窓サッシと

なっております。仮設校舎の二重

サッシ部分はどこを想定されてい

るのでしょうか。ご教示願います。 

 

特 記

仕 様

書 18

（1） 

 

普通教室、図書室、個別支援教室、保健室、

音楽室（準備室含む）、 多目的室集会発表、

教育相談室の外壁部分のサッシです。 

２４．図面１にグランド地上に構

造物を建造する際は首都高速道路

（株）と要調整とありますが、こ

の計画に際して、事前に首都高速

道路（株）との協議は済んでいる

のでしょうか。受注者にとって非

常に大きなリスクであると考えて

いるため、協議済であれば、事前

に打ち合わせ議事録の開示をお願

い致します。 

図 面

１ 

 

 建築制限、荷重制限内により計画、実施設

計にて近接協議を行う必要があります。（【手

引き】横浜環状北線建築申請に伴う制限荷重

に対する照査手引き（2022.4）による） 



２５．屋根材について、仕様書に

二重折板とありますが、矩計図で

はシングル折板となっておりま

す。仕様書が正と考えてよろしい

でしょうか。 

 

特 記

仕 様

書 

別 表

2 

 

そのとおりです。 

２６仕上表と矩計図で内容が違う

部分が見受けられます。仕上表が

正と考えてよろしいでしょうか。 

 

図 面

２.５ 

 そのとおりです。 

２７．今回の仮設建物建設におけ

る敷地については、全体敷地での

増築計画となりますでしょうか。

それとも、敷地分割をして、新設

計画となりますでしょうか。ご教

示願います。 

 

図 面

１ 

 敷地全体の計画となります。 

２８．仮設校舎及び給食室につい

て、申請は 1 棟で申請する計画で

しょうか。 

 

図 面

１ 

 法令上の申請は受託者が行うものですが、

1棟と考えます。 

２９．測定対象室及び個所数につ

いて、各教室とは普通教室のみな

らず、ほかの居室も全てという理

解でよろしいでしょうか。また、

箇所数について、1室あたり、4か

所実施するということでしょう

か。ご教示願います。 

 

室 内

空 気

中 の

化 学

物 質 

特 記

仕 様

書 

ほかの居室もすべてとなります。また、箇

所数に関しては、横浜市建築局所管工事揮発

性有機化合物（VOC）等の室内濃度測定マニ

ュアル（H27.7）によります。 

３０．今回の仮設建物について、

モジュールはメーカー仕様で可と

考えてよろしいでしょうか。 

 

 

 

 

一 般

事項 

そのとおりです。 



３１．モジュール以外は原則、仕

様書内容に記載ある仕様、内容は

遵守する必要があり、メーカー仕

様は不可と考えてよろしいでしょ

うか。 

 

一 般

事項 

 仮設校舎の仕様は、仕様書が原則適用され

ますが、公共建築工事標準仕様書の適用範囲

については、別途協議して決定します。 

 

 

３２．仮設渡り廊下に照明器具は

必要でしょうか。 

 

図 面

１ 

 必要です。 

３３．建築物の高さ制限が 10ｍと

あります。矩計図を見ると 10ｍを

超えています。高さ制限は仮設建

物ということで緩和して頂けるの

でしょうか。 

 

図 面

１ 

 仮設建築物の許可により緩和となります。 

３４．各居室の天井高さは 2700以

上必要であると考えてよろしいで

しょうか。 

 

特 記

仕 様

書  

別 表

３ 

 

 そのとおりです。 

３５．図面２の開口部において、

普通教室、個別支援室、図書室、特

別教室、多目的室、音楽準備室、保

健室は本校舎新設工事並びに既存

校舎解体時において、工事現場に

面する諸室ではなくても二重サッ

シが必須であると解釈してよろし

いでしょうか。 

図 面

２ 

 普通教室、図書室、個別支援教室、保健室、

音楽室（準備室含む）、多目的室集会発表、

教育相談室の外壁部分のサッシが 2 重サッ

シとなります。 
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＜目 次＞   

 

1．委託業務概要 .................................................................... 1 

1－1．一般事項 ................................................................... 1 

1－2．施工方針 ................................................................... 2 

1－3．打ち合わせ計画 .............................................................. 2 

1－4．成果品の内容及び部数 ........................................................ 2 

1－5．調査数量 ................................................................... 3 

1－6．調査位置及び地盤高 .......................................................... 4 

2．調 査 方 法 .................................................................. 5 

2－1．機械ボーリング .............................................................. 5 

〔孔内水位測定〕................................................................ 6 

2－2．標準貫入試験................................................................ 7 

〔N 値の利用〕 .................................................................. 9 

2－3．プレッシャーメーター試験(孔内載荷試験) ..................................... 12 

2－4．土の乱れの少ない試料の採取（サンプリング） ................................. 15 

2－5．室内土質試験............................................................... 18 

2－6．室内土質試験結果の利用 ..................................................... 22 

〔物理試験〕 .................................................................. 23 

〔力学試験〕 .................................................................. 33 

2－7．地盤の平板載荷試験 ......................................................... 39 

2－8．試掘工 .................................................................... 42 

2－9．既存資料の収集 ............................................................. 43 

3．調査結果（地形・地質概要） ...................................................... 44 

3－1. 地 形 ................................................................... 44 

3－2. 地 質 ................................................................... 45 

 



 

4．調 査 結 果 ................................................................. 53 

4－1．機械ボーリング ............................................................. 53 

〔当該調査地の地盤構成〕 ....................................................... 54 

4－2．孔内水位 .................................................................. 63 

4－3．プレッシャーメータ試験 ..................................................... 64 

〔変形係数(Em )〕 .............................................................. 64 

〔基準水平地盤反力係数(kho)〕 .................................................. 67 

4－4．室内土質試験及び各地層の性状 ............................................... 68 

〔関東ローム層〕............................................................... 71 

〔確認された地層の特徴〕 ....................................................... 74 

4－5．地盤の平板載荷試験 ......................................................... 80 

〔測定解析〕 .................................................................. 81 

〔地盤固有の許容応力度（q t ）〕 ................................................ 84 

〔地盤反力係数（K v）〕 ......................................................... 85 

〔変形係数（E ）〕 .............................................................. 86 

4－6．擁壁部試掘工............................................................... 87 

5．設計・施工に対する考察 .......................................................... 88 

5－1．液状化検討 ................................................................ 88 

〔液状化検討条件〕 ............................................................. 88 

〔検討結果〕 .................................................................. 93 

5－2．地盤定数の提案 ............................................................. 95 

5－3．設計・施工に対する地盤の留意点 ............................................ 100 

〔支持層地盤〕 ............................................................... 100 

〔基礎形式〕 ................................................................. 100 

〔沈下について〕.............................................................. 101 

〔山留めについて〕 ............................................................ 101 

〔耐震設計上の地盤種別〕 ...................................................... 102 

 

 



 

 

39 

2－7．地盤の平板載荷試験 

当該調査では仮設校舎部で 2 箇所の地盤の平板載荷試験を実施した。 

1）載荷試験装置 

・載荷板      ：φ 300×厚さ 25 mm の円形鋼板  Ａ＝ 0.07069 m２  

・沈下量検出用変位計：シリンダー型歪ゲ－ジ変換器  

                      精度±0.01 mm  ストロ－ク 50 mm  4 個 

・ジャッキ     ：載荷試験用テストジャッキ 

                    容量  500kN(50tf)  ストロ－ク 125 mm    

・荷重検出器    ：歪ゲ－ジ式荷重変換器（ロ－ドセル） 

                    容量  500kN(50 tf)   精度 ± 0.2％ FS  

・自記記録装置   ：荷重 1 ch ，変位 4 ch  

・反力形式     ：バックホウ（2t 程度） 

 

 

図-2 載荷試験装置 

  

図 2－16 平板載荷試験装置 

歩み板 

約
2
.0
m 

約 1.2m 

深さ 0.5m 
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当該調査では、試験深さは 0.5m と浅く、掘削面積を減らすべく、1.2m×2.0m 程度の試験孔をま

たぐ形で、歩み板をわたし、その上を重機でまたぐ形で試験を実施した。 

2）載荷方法 

試験は、地盤工学会基準：JGS -1521-2012（『地盤調査の方法と解説』地盤工学会）に 

基づき、次の手順で行う。 

    ①載荷装置の設置 

・  水平にならした試験地盤に、水平に載荷板（直径 300mm，厚さ 25mm の円盤）

を設置する。 

・  変位計・ジャッキ・基準ばり等を図 2－16 に示す様に設置し、自重 130kN 程

度のバックホウ（載荷実荷重の 2倍程度）を反力荷重とする。 

    ②予備載荷 

・  予備載荷は 4 個の変位計が正常に作動する確認と、試験地盤面の水平状況

を把握するために実施する。 

・ 予備載荷荷重は、本載荷の第一段階荷重の半分程度の荷重とする。 

・  3 回の急速繰り返し載荷を行ない、載荷・除荷の測定時間は 1 分毎とする。 

    ③本載荷 

・ 単サイクル方式により測定を行なう。 

・ 設計許容支持力の確認と地盤の支持力特性の確認を目的として平板載荷試

験を実施するため、設計荷重(最大 50kN/m2)に対し 3 倍の安全率を見込んだ

150kN/m2を計画最大荷重とする。なお、載荷板の面積は 0.07069m2であるた

め、試験実施にあたっては、10.60kN 以上を最大実載荷重とする。 

・ 載荷の際の各荷重段階は、8 段階 1サイクルに分割して行なう。 

・ 本載荷における沈下の基点 (0)は、予備載荷終了後の除荷時とする。 

試験結果と評価 

1）試験結果の整理 

・ 測定結果は沈下記録デ－タに記入し、最大荷重における最終沈下量を求める。途中で
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沈下量が 30mm に達した場合は、その段階の荷重を示す。 

・ 測定結果を基に「荷重－沈下量曲線」、「時間－沈下量曲線」、「時間－荷重曲線」、「荷

重－残留沈下曲線」、「荷重－弾性もどり量曲線」を作成する。 

・ 「荷重－沈下曲線」は、片対数グラフ，両対数グラフによっても作成する。試験結果

の評価については、地盤工学会の基準に準拠する。 

2）試験結果の評価 

ここでは、以下の 3 つを求めることとする。 

①地盤反力係数 

Kvs （単サイクルの場合） 

計算式 

 

ここに、 P1、P2：載荷圧力（kN/㎡） 

  S1、S2：各々の沈下量（mm） 

ただし、P1 は無負荷時（載荷圧力 0）、P2 は最大載荷圧力の 1/3 を原則とする。 

   ②極限支持力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－17 平板載荷試験結果における極限支持力の推定方法（地盤工学会,2004, 

『地盤調査の方法と解説』に基づく） 

P2'-P1' [kN/㎡]
S2'-S1' [m]

K vs =  (MN/m3)
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③許容支持力 

ここでは、『建築基準法施行令・国土交通省告示第 1113 号（式 2）』に基づいて求める。 

ただし、当該調査では、極限荷重度まで測定をしていないため、qt のみを記載し、これを地

盤の長期許容支持力度とする。 

計算式 

qa＝qt+1/3×N’×γ2×Df  [kN/㎡] 

qa  ：地盤の長期許容支持力 [kN/㎡] 

qt ：平板載荷試験載荷試験による降伏荷重の 1/2 または、極限支持力の 1/3

のうち、いずれか小さな値。 

N’ ：地盤の支持力係数で、締まった砂質地盤は 12、緩い砂質地盤は 6、粘性

土地盤では 3 とする。 

γ2 ：基礎底面より上にある地盤の単位体積重量 [kN/m3] 

Df ：基礎底面までの深さ [m] 

 2－8．試掘工 

 菊名小学校の建替え工事では、擁壁近接箇所に構造物が計画される可能性がある。 

 当該調査では、以下の□に示す位置で、既存擁壁の底版部及び一部背面の調査を実施した。 

 

 

図 2－18 底版試掘工範囲 青●は断面位置 

 

RC 擁壁 

石積み擁壁 

No.A 

No.B 

No.C 

No.D 
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大きい数値を示した。 

圧密降伏応力は過去の上載荷重を反映したものではなく、OCR が応力履歴を示すもので 

ない。当該調査では特に OCR 値などを記載しないが、いずれも OCR2 を示す。 

 

－洪積層（上総層群）－ 

(10)上総層群－固結凝灰質シルト主体層（Kmt層） 

  全地点で確認される。層厚1.00m～5.10mである。 

砂質シルト層・固結シルト層・細砂層・シルト質細砂層 

N値27.0～50.0以上。全体に白灰色の凝灰質シルト・凝灰質砂が主体をなす地層である。 

所々5cm程度の互層状を呈する。雲母片所々混じる。コア状となる箇所あり。 

 全体にシルト及び砂の互層状を示すが、細砂層の箇所も白灰色の凝灰質シルトを多く含み、泥

勝ちのため、地盤定数などの設定では、粘性土の定数を用いる。 

 本層は凝灰質土主体で、土粒子の密度などは通常の土砂よりも小さい数値を示す。 

  

(11)上総層群－固結シルト層・細砂層（Km層） 

全地点で確認される。層厚0.95m以上で、固結シルト層、細砂層である。周辺で土丹層と呼ばれ

る。土質区分では均質な上総層群と推測される固結状の粘質岩を固結シルトと呼ぶ。 

細砂部は粒子細かく均一である。固結シルト部は均質で、コア棒状となる箇所が多い。 

全体にシルト及び砂の互層状を示すが、細砂層の箇所も白灰色の凝灰質シルトを多く含み、泥

勝ちのため、地盤定数などの設定では、粘性土の定数を用いる。 

 4－5．地盤の平板載荷試験 

    菊名小学校建替え工事では現グランド部の GL-0.50m に設計荷重 fe＝50.0kN/m2の仮設 

建築物が計画されている。以下、同深度にて実施した 2 箇所（No.11 地点及び No.12 地点）

の地盤の平板載荷試験の結果を示す。 

平板載荷試験結果の解析や地盤の許容応力度などは 

   1)「地盤の平板載荷試験方法 JGS 1521－2003」 (社)地盤工学会 

2)「国土交通省 告示第 1113 号 平成 13 年 7 月 2 日」 

   3) 横浜市建築局(2003)『横浜市建築構造設計指針』 

を参考にして求める。 
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4．結果の整理 

 （1）測定結果にもとづいて「時間−載荷圧⼒曲線」「時間−沈下量曲線」および 

「載荷圧⼒−沈下量曲線」を作成する。 

 （2）地盤反⼒係数 K v (MN／m3)を、「載荷圧⼒−沈下量曲線」から次式より求める。 

      K v＝
Δs

Δp  

    ここに、 

     ΔP：載荷圧⼒の変化量 (kN／m2) 

     ΔS：Δp に対応する沈下量（mm） 

 （3）「載荷圧⼒−沈下量曲線」で沈下量が急激に増⼤し始めるとき、もしくは載 

    荷板やその周辺地盤の状況が急激に変化し、載荷が難しくなり始めたときの 

    荷重を極限⽀持⼒として読み取る。 

「地盤の平板載荷試験方法 JGS 1521－2003 」(社)地盤工学会 

 

 
 

〔測定解析〕 

 現場で記録された載荷試験沈下記録表を巻末に示す。 

「国土交通省 告示第 1113 号 平成 13 年 7 月 2 日」 
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 載荷試験沈下記録表を基にして各図表を作成し、降伏載荷圧力 P y 及び最大載荷圧力 Pmax ある

いは極限支持力 P u などを求める。 

◎logP －logS 曲線 

 載荷圧力 P と沈下量 S の関係を両対数にプロットし、降伏載荷圧力 P y の判定を行う曲線図で

ある。この曲線図は一般に載荷圧力 P の初期段階では直線関係にあるが、ある沈下量に達すると

折曲点が生じ別の曲線に移行する。 

 この折曲点を降伏載荷圧力 P y と判定するが、折曲点が明瞭に現れなかったり、あるいは複数

の折曲点が認められる場合も多い。 

 従って降伏載荷圧力 P y の決定にあたっては、他の曲線図も作成し総合的に判断する必要がある。 

◎log t －S 曲線 

 沈下量 Sを普通目盛りに、経過時間 t は分単位の対数目盛りにそれぞれ表し、降伏載荷圧力 

P y の目安をさぐる曲線図である。 

 載荷圧力 P が小さい段階では log t －S の関係は直線状を示すが、載荷圧力 P が大きくなると

下に垂れ下がるようになる。 

 ｌog t －S 関係の直線性が失われる載荷圧力 P が降伏載荷圧力 P y ということになるが、定性

的で目安の域を出ず P －⊿S／⊿log t 曲線を作図して判定する場合が多い。 

◎P －⊿S／⊿log t 曲線 

 この曲線はｌog t －S の傾きを表す。この場合、対数目盛り上での t の範囲を 1～30 分間，15

～30 分間などのように定め、各載荷圧力 P の全曲線を通じて⊿log t を一定にとって割線勾配を

求める。 

 この曲線図から⊿S／⊿log t が急増する点の載荷圧力 Pを降伏載荷圧力 P y と判定する。 

注 1) 今回の試験結果の解析では⊿log t を 3～30 分とした。 

各地点の降伏載荷圧力 P y は、表 4－12 の通りである。 

表 4－12 各地点の降伏載荷圧力（P y ） 

地点 
No.11 No.12 

項目 

logP －logS 曲線（kN／m2） 140.00 130.00 

P －⊿S／⊿log t 曲線（kN／m2） 135.00 120.00 
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◎log P－S 曲線 

 極限支持力 P u の判定を目的とする曲線図である。 

(社)地盤工学会(2004)『地盤調査の方法と解説』から係わる箇所を抜粋し□内に示す。 

 

 各地点の試験地盤には□内の①または②のいずれの状況も確認されたため、最大載荷圧力 

P m a x を使用せず 30mm 到達段階の前荷重を極限支持力度 P u とみなす。 

 

表 4－13 各地点の P m a x ，S m a x 及び P u 

地点 
No.11 No.12 

項目 

最大載荷圧力 P m a x（kN／m2） 169.76 169.76 

最大沈下量 S m a x（mm） 4.99 4.30 

極限支持力度 P u（kN／m2）『みなし』 169.76 169.76 
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〔地盤固有の許容応力度（q t ）〕 

 試験地盤面(関東ローム層)から載荷板の応力影響圏内にある地(土)層の地盤の平板載荷試験に

よる許容応力度 q t は、次の通りである。 

＜No.11 地点＞ 

  試験地盤面(グラウンド GL－0.50m)から載荷板の地中応力影響圏内に存在する地(土)層(相：

更新世，ローム層)の地盤の平板載荷試験による長期許容応力度 q t は、次の通りである。 

1) q  t  ＝P y m i n／2 ＝ 120.00／2 ＝67.50kN／m2，P －⊿S／⊿log t 曲線 

なお、logP －logS 曲線曲線は P y ＝ 140.00kN／m2である。 

  (P y m i n／2)×3 ＝ 202.50kN／m2 ＞ P m a x ＝ P u ＝169.76kN／m2 

2) q  t ＝(P m a x＝P u )／3 ＝ 169.76／3 ＝ 56.59kN／m2 

となり、両者の内の最小値をもって 

  q t ＝ 59.59kN／m2   

である。 

これらの解析結果から 

 

あらかじめ設計された建築物(仮設校舎)の地中応力影響圏内の地盤(相：更新世，ロー 

ム層)固有の長期許容応力度は qt＝59.59kN／m2まで許容されることが確認できた。 

＜No.12 地点＞ 

  試験地盤面(グラウンド GL－0.50m)から載荷板の地中応力影響圏内に存在する地(土)層(相：

更新世，粘土質ローム層)の地盤の平板載荷試験による長期許容応力度 q t は、次の通りである。 

1) q  t  ＝P y m i n／2 ＝ 120.00／2 ＝60.00kN／m2，P －⊿S／⊿log t 曲線 

なお、logP －logS 曲線曲線は P y ＝ 130.00kN／m2である。 

  (P y m i n／2)×3 ＝ 180.00kN／m2 ＞ P m a x ＝ P u ＝169.76kN／m2 

2) q  t ＝(P m a x＝P u )／3 ＝ 169.76／3 ＝ 56.59kN／m2 

となり、両者の内の最小値をもって 

  q t ＝ 59.59kN／m2   

である。 

これらの解析結果から 

 

あらかじめ設計された建築物(仮設校舎)の地中応力影響圏内の地盤(相：更新世，ロー 

ム層)固有の長期許容応力度は qt＝59.59kN／m2まで許容されることが確認できた。 
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〔地盤反力係数（K v）〕 

 (社)地盤工学会(2004)『地盤調査の方法と解説』を参考にして地盤反力係数を求める。 

 地盤反力係数は一般に K で表わされ、載荷試験による載荷圧力と沈下量から求められる。 

今、ここで、試験地盤面(砕石天端)から載荷板の応力影響圏内にある地(土)層(相：RC40～盛土)

は、平板載荷試験で q t の範囲まで弾性領域内にあることが確認された。 

これより、載荷圧力と沈下量はほぼ直線関係にあり、任意の点で同じということになり、その

角度をθとすれば地盤(反力)係数は 

    K＝tanθ    K30＝載荷圧力／沈下量 

で表わされる。 

＜No.11 地点＞ 

      P１＝ 21.22kN／m2   

      S１＝ 0.29mm 

      P２＝ 63.66kN／m2      

      S２＝ 1.07mm 

      K v＝
12

12

S S

P P

－

－
＝63.66-21.22/1.07-0.29＝ 54.41MN／m3  

 ※原点修正は行わず、1 段階及び 3 段階より算出した。 

＜No.12 地点＞ 

      P１＝ 21.22kN／m2   

      S１＝ 0.32mm 

   P２＝ 63.66kN／m2      

      S２＝ 1.14mm 

      K v＝
12

12

S S

P P

－

－
＝63.66-21.22/1.14-0.32＝ 51.76MN／m3  

 ※原点修正は行わず、1 段階及び 3 段階より算出した。 

 

 

 

 

1 段階 

3 段階 

1 段階 

3 段階 
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(社)地盤工学会(2004)『地盤調査の方法と解説』 

 各地点の地盤反力係数(Kv )をまとめて表 4－14 に示す。 

表 4－14 各地点の地盤反力係数(Kv ) 

 
地点 

No.11 No.12 
項目 

 

1 段階 
荷重度（kN／m2） 63.66 63.66 

沈下量（mm） 0.29 1.14 

3 段階 
荷重度（kN／m2） 21.22 21.22 

沈下量（mm） 1.07 0.32 

地盤反力係数 Kv (MN／m3) 54.41 51.76 

 

〔変形係数（E ）〕 

 (社)地盤工学会(2004)『地盤調査の方法と解説』を参考にして変形係数を求める。 

 一様な地盤で平板載荷試験を行い、地盤係数を求めると変形係数は次式で算定される。 

 

 



 

 

                      87                          

    E ＝I p B(1－μ2)⊿P／⊿S   

     ＜記  号＞ 

       E：変形係数  

       μ：地盤のポアソン比(砂質土,ロームμ＝0.3，粘性土μ＝0.5) 

       Ip：載荷板影響値(円＝0.79，正方形＝0.88) 

        B：載荷板の直径または一辺の長さ 

       ⊿P／⊿S：地盤係数  

 なお、変形係数については、その利用目的により各者，各機関それぞれの技術的判断が必要で

あり、また算定方法も違う。 

従って、ここでの変形係数は絶対的なものでなく、載荷板応力影響圏内を半無限弾性体とし、

この表面に等分布荷重が載った場合の目安として求める。 

＜No.1 地点＞ 

     E ＝ 0.79 × 0.3 (1－0.3２) × 54.41 

      ＝ 11.73MN／m2，ローム層 

＜No.2 地点＞ 

     E ＝ 0.79 × 0.3 (1－0.3２) × 51.76 

      ＝11.16MN／m2，ローム質粘土層 

各地点の変形係数(E )をまとめて表 4－15 に示す。 

表 4－15 各地点の変形係数(E ) 

地点 No.11 No.12 
項目 

地盤反力係数 Kv (MN／m3) 54.41 51.76 

変形係数 E (MN／m2) 11.73 11.16 

試験(載荷面)深度 グラウンド GL-0.50m 

 

 4－6．擁壁部試掘工 

当該調査では前述の箇所で擁壁底版部（石積み擁壁及び RC 擁壁）及び背面（RC 擁壁）を確認す

る目的で、試掘工を実施した。その結果に関しては試掘箇所以外は不明な箇所もあるが。巻末に

示す。 

1）RC 擁壁試掘 A 地点  

・試掘 No.A 地点（オーガーボーリング GL－3.13m） 

擁壁背面 
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